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Ⅰ 食料・農業・農村基本法改正案（抜粋）
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食料・農業・農村基本法の一部を改正する法律案の概要

法律案の概要

施行期日

食料安全保障の確保

(1) 基本理念について、

①「食料安全保障の確保」を規定し、その定義を「良質な食料が合理的な価格

で安定的に供給され、かつ、国民一人一人がこれを入手できる状態」とする。

②国民に対する食料の安定的な供給に当たっては、農業生産の基盤等の確

保が重要であることに鑑み、国内への食料の供給に加え、海外への輸出を図る

ことで、農業及び食品産業の発展を通じた食料の供給能力の維持が図られな

ければならない旨を規定。

③食料の合理的な価格の形成については、需給事情及び品質評価が適切に

反映されつつ、食料の持続的な供給が行われるよう、農業者、食品事業者、

消費者その他の食料システムの関係者によりその持続的な供給に要する合理

的な費用が考慮されるようにしなければならない旨を規定。

(2) 基本的施策として、

①食料の円滑な入手（食品アクセス）の確保（輸送手段の確保等）、農産

物・農業資材の安定的な輸入の確保（輸入相手国の多様化、

    投資の促進等）

②収益性の向上に資する農産物の輸出の促進（輸出産地の育成、

    生産から販売までの関係者が組織する団体（品目団体）の取組促進、輸出

の相手国における需要の開拓の支援等）

③価格形成における費用の考慮のための食料システムの関係者の理解の増進、 

費用の明確化の促進等  を規定。

環境と調和のとれた食料システムの確立

(1) 新たな基本理念として、食料システムについては、食料の供給の各段階に

おいて環境に負荷を与える側面があることに鑑み、その負荷の低減が図られるこ

とにより、環境との調和が図られなければならない旨を規定。

(2) 基本的施策として、農業生産活動、食品産業の事業活動における環境へ

の負荷の低減の促進等を規定。

(1) 基本理念において、生産性の向上・付加価値の向上により農業の持続的な

発展が図られなければならない旨を追記。

(2) 基本的施策として、効率的かつ安定的な農業経営以外の多様な農業者によ

る農地の確保、農業法人の経営基盤の強化、農地の集団化・適正利用、農業

生産の基盤の保全、先端的な技術（スマート技術）等を活用した生産性の向

上、農産物の付加価値の向上（知財保護・活用等）、農業経営の支援を行う

事業者（サービス事業体）の活動促進、家畜の伝染性疾病・有害動植物の発

生予防、農業資材の価格変動への影響緩和等を規定。

農業の持続的な発展

(1) 基本理念において、地域社会が維持されるよう農村の振興が図られなけれ

ばならない旨を追記。

(2) 基本的施策として、農地の保全に資する共同活動の促進、地域の資源を

活用した事業活動の促進、 農村への滞在機会を提供する事業活動（農

泊）の促進、障害者等の農業活動（農福連携）の環境整備、鳥獣害対策

等を規定。

農村の振興

背 景

○ 近年における世界の食料需給の変動、地球温暖化の進行、我が国における人

口の減少その他の食料、農業及び農村をめぐる諸情勢の変化に対応し、食料安

全保障の確保、環境と調和のとれた食料システムの確立、農業の持続的な発展

のための生産性の向上、農村における地域社会の維持等を図るため、基本理念

を見直すとともに、関連する基本的施策を定める。
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現行 改正案

（食料の安定供給の確保）
第二条 食料は、人間の生命の維持に欠くことができないものであり、か
つ、健康で充実した生活の基礎として重要なものであることにかんが
み、将来にわたって、良質な食料が合理的な価格で安定的に供給さ
れなければならない。

２・３ （略）（新設）
（新設）

(新設)

４（略）

（新設）

（食料安全保障の確保）
第二条 食料については、人間の生命の維持に欠くことができないもので
あり、かつ、健康で充実した生活の基礎として重要なものであることに鑑
み、将来にわたって、食料安全保障（良質な食料が合理的な価格で
安定的に供給され、かつ、国民一人一人がこれを入手できる状態をい
う。以下同じ。）の確保が図られなければならない。
２・３ （略）
４ 国民に対する食料の安定的な供給に当たっては、農業生産の基
盤、食品産業の事業基盤等の食料の供給能力が確保されていること
が重要であることに鑑み、国内の人口の減少に伴う国内の食料の需
要の減少が見込まれる中においては、国内への食料の供給に加え、
海外への輸出を図ることで、農業及び食品産業の発展を通じた食料
の供給能力の維持が図られなければならない。
５ 食料の合理的な価格の形成については、需給事情及び品質評
価が適切に反映されつつ、食料の持続的な供給が行われるよう、農業
者、食品産業の事業者、消費者その他の食料システム（食料の生
産から消費に至る各段階の関係者が有機的に連携することにより、全
体として機能を発揮する一連の活動の総体をいう。以下同じ。）の関
係者によりその持続的な供給に要する合理的な費用が考慮されるよ
うにしなければならない。
６ （略）

（食料の円滑な入手の確保）
第十九条 国は、地方公共団体、食品産業の事業者その他の関係者
と連携し、地理的な制約、経済的な状況その他の要因にかかわらず
食料の円滑な入手が可能となるよう、食料の輸送手段の確保の促進、
食料の寄附が円滑に行われるための環境整備その他必要な施策を
講ずるものとする。
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現行 改正案

（食品産業の健全な発展）
第十七条 国は、食品産業が食料の供給において果たす役割の重要性
にかんがみ、その健全な発展を図るため、事業活動に伴う環境への負
荷の低減及び資源の有効利用の確保に配慮しつつ、事業基盤の強
化、農業との連携の推進、流通の合理化その他必要な施策を講ずる
ものとする。

(新設)

（不測時における食料安全保障）
第十九条 （新設）

（略）

（農産物の価格の形成と経営の安定）
第三十条 国は、消費者の需要に即した農業生産を推進するため、農
産物の価格が需給事情及び品質評価を適切に反映して形成される
よう、必要な施策を講ずるものとする。

（食品産業の健全な発展）
第二十条 国は、食品産業が食料の供給において果たす役割の重要
性に鑑み、その健全な発展を図るため、環境への負荷の低減及び資
源の有効利用の確保その他の食料の持続的な供給に資する事業活
動の促進、事業基盤の強化、円滑な事業承継の促進、農業との連
携の推進、流通の合理化、先端的な技術を活用した食品産業及び
その関連産業に関する新たな事業の創出の促進、海外における事業
の展開の促進その他必要な施策を講ずるものとする。

（食料の持続的な供給に要する費用の考慮）
第二十三条 国は、食料の価格の形成に当たり食料システムの関係者
により食料の持続的な供給に要する合理的な費用が考慮されるよう、
食料システムの関係者による食料の持続的な供給の必要性に対する
理解の増進及びこれらの合理的な費用の明確化の促進その他必要
な施策を講ずるものとする。

（不測時における措置）
第二十四条 国は、凶作、輸入の減少等の不測の要因により国内の食
料の供給が不足し国民生活の安定及び国民経済の円滑な運営に
支障が生ずる事態の発生をできる限り回避し、又はこれらの事態が国
民生活及び国民経済に及ぼす支障が最小となるようにするため、これ
らの事態が発生するおそれがあると認めたときから、関係行政機関相
互間の連携の強化を図るとともに、備蓄する食料の供給、食料の輸
入の拡大その他必要な施策を講ずるものとする。
２（略）

（農産物の価格の形成と経営の安定）
第三十九条 国は、農産物の価格の形成について、第二十三条に規
定する施策を講ずるほか、消費者の需要に即した農業生産を推進す
るため、需給事情及び品質評価が適切に反映されるよう、必要な施
策を講ずるものとする。
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(参考) 食料・農業・農村政策の４本柱と今後の方向性(令和５年６月２日)
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Ⅱ 政府全体の価格転嫁に向けた取組
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農林水産省 新事業・食品産業部 ／ New Business and Food Industry Department. Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

「政労使の意見交換」（令和6年1月22日）

〇 政府と労使の代表による「意見交換」（第3回）が開催。総理から「適正な価格転嫁を我が国の新たな商習慣として 、

中小企業間を含めてサプライチェーン全体で定着させる 」ための施策等を発言。

我が国経済は、30年余り続いたコストカット型経済から、所得増と成長の好循環による新たな経済へ移行

するチャンスを迎えています。

第１に、本日御参加の経済界の皆さんには、今年の春季労使交渉について、物価動向を重視し、昨年を上

回る水準の賃上げをお願いいたします。

第２に、中小企業・小規模企業における賃上げです。我が国全体で賃金を引き上げていくためには、全従業

員数の７割が働く中小企業・小規模企業における賃金引上げが不可欠です。そのためには、労務費の価格

転嫁を通じて、賃上げの原資を確保することが鍵になります。

政府としては、賃上げ税制の拡充や、カタログから商品を選ぶように簡単に補助を受けられる省力化投資補

助金などの賃上げ促進策を実行に移すとともに、労務費の価格転嫁対策に全力で取り組みます。昨年末に決

定した、労務費の転嫁のための価格交渉に関する指針に定めた12の行動指針に沿った行動の徹底を産業

界に強く要請するとともに、独占禁止法等に基づく厳正な対処を行います。適切な価格転嫁を、我が国の新

たな商習慣として、中小企業間を含めて、サプライチェーン全体で定着させます。

このため、合計1,873の業界団体に対し、指針の徹底と取組状況のフォローアップを要請しました。

さらに、コストに占める労務費の割合が高い、あるいは、労務費の転嫁率が低いといった、特に対応が必要な

22業種については、各団体に対し、自主行動計画の策定や、転嫁状況の調査・改善を要請いたします。

フォローアップのため、村井官房副長官をヘッドとして関係省庁連絡会議を設置いたします。実行あるのみです。
出典：首相官邸HP（2024.1.22）「政労使の意見交換
会」

岸田総理発言（抜粋）

（政府）
岸田 文雄 内閣総理大臣
林 芳正 内閣官房長官
新藤 義孝 新しい資本主義担当大臣
武見 敬三 厚生労働大臣

（経済界）
十倉 雅和 日本経済団体連合会会長
小林 健 日本商工会議所会頭
森 洋  全国中小企業団体中央会会長
森 義久  全国商工会連合会会長

齋藤 健 経済産業大臣
古谷 一之 公正取引委員会委員長
村井 英樹 内閣官房副長官
森屋 宏 内閣官房副長官

（労働界）
芳野 友子 日本労働組合総連合会会長
清水 秀行 日本労働組合総連合会事務局長

9



農林水産省 新事業・食品産業部 ／ New Business and Food Industry Department. Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

「政労使の意見交換」（令和6年3月13日）・総理会見（同月28日）

〇 2024年春季労使交渉の集中回答の機会をとらえ、政府と労使の代表による「意見交換」を実施。

〇 令和６年度予算の成立に当たっての総理会見において、物価上昇を上回る賃上げを約束。

本日は、春季労使交渉の集中回答日であり、経団連会長から、多くの大手企業で、昨年を大きく上回る水準の回答

が出たとの御報告がありました。昨年を上回る力強い賃上げの流れができていることを心強く思います。

30年続いたコストカット型経済からいよいよ次のステージに移行していくために、良い動きを確認できたと思います。

その上で、中小企業関係団体などの皆さんからは、賃上げを予定している中小企業は昨年より増えているが、大企業に

おける高い賃上げの動きが中小企業・小規模企業に広がっていくためには、労務費の価格転嫁が鍵となるとの発言があり

ました。正に、中小・小規模企業における十分な賃上げによって裾野の広い賃上げが実現していくことが大切です。

政府としては、このような賃上げの流れを継続できるよう、あらゆる手を尽くしてまいります。

まず、下請法違反行為については、勧告を含め、厳正に対処していきます。また、公取委員長から報告がありましたが、

労務費指針の周知・徹底状況の把握に向けたフォローアップのための特別調査を実施するとともに、取組が不十分な事

業者について独占禁止法に基づき事業者名を今月中に公表することをお願いいたします。

加えて、昨年11月に策定した労務費指針の下、特に対応が必要とされている22業種について、各省庁は、本日の村

井官房副長官の中間報告も踏まえ、自主行動計画の実施状況の把握、策定・改定等について加速をお願いします。

そして、賃上げの地方への波及に向けては、厚生労働大臣は、地方版政労使会議の開催を実効的なものとするよう、

フォローアップも含め、お願いいたします。

デフレ完全脱却のチャンスをつかみとるため、これから正念場です。労使の皆さんの総力を挙げた協力をお願いいたしま

す。

出典：首相官邸HP（202４.3.13）

「政労使の意見交換会」

岸田総理発言（抜粋）

国民の皆様に物価高を乗り越える二つの約束を明確に申し上げます。

まず、今年、物価上昇を上回る所得を必ず実現します。そして、来年以降に、物価上昇を上回る賃上げを必ず定着させます。

令和６年度予算成立後の岸田総理記者会見（令和６.3.28）での発言（抜粋）
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Ⅲ WGにおける協議の状況
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（１）豆腐・納豆WG
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大豆価格の推移について

〇 豆腐・納豆の主要原材料である大豆の海外産価格は、令和２年から令和５年にかけて1.5倍程度、上昇。
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【大豆の海外産価格の推移】
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豆腐事業者を取り巻く状況について①

〇 令和3年から令和４年にかけて、豆腐の製造・販売に係るコストは総じて増加傾向。
〇 他方、豆腐の販売価格は令和４年（2022年）以降、おおむね横ばい。
〇 長期的に見ても、購入単価は低下を続けている。

費 目 変動率

原材
料費

原材料費計 +29%

大 豆 +35%

凝固剤 +4%

消泡剤 +1%

製造経費 +8%

販管費 +3%

費用合計 +11%

※１ 変動率は、輸入大豆を使用した絹ごし豆腐（並）１丁について、各社・各商品の
費用を平均したものの令和３年８月から令和４年８月における変動を示したもの。

※２ 原材料費・製造経費・販管費の費用合計の回答のあった5社・５商品の平均。

注：農水省「令和４年度原材料等の価格上昇に伴う取引価格への転嫁等状況
及び適正取引推進ガイドラインの活用状況調査委託事業報告書」抜粋

【豆腐の製造・販売に係るコストの変動
（令和３年から令和４年）】
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【豆腐（300g）当たりの価格】

2022年10月以降に物価

が上昇するも、その後、
おおむね横ばい

【安売り事例】
豆腐300g
⇒34円 ※

注：総務省「小売物価統計調査（動向編）の東京都区郡」にある１kg当たりの価格を
300g当たりの価格に換算

（円）



豆腐事業者を取り巻く状況について②

注：厚生労働省「令和4年度衛生行政報告例」「許可を要する食品関係
営業施設数」豆腐製造業より、フードジャーナル社作成

〇 他の食品に比べて、小売価格が低いこと、小売業者のＧＰが高
いことが、豆腐・納豆製造業者の経営を圧迫する要因。

〇 一部のドラッグストアやディスカウントストアで行われている、
私共から見れば不当廉売（※）と思えるような28円、38円とかの
廉価販売をやめていただくことが、豆腐・納豆の価値の底上げにつ
ながる。

〇 （一部のドラッグストア等における廉価販売について、）一般
的な豆腐一丁のコストに比べて、店頭でそれよりも安い価格で売っ
ているという点が異常さを表していると言えると思う。

〇 平成５年比で輸入大豆の国際価格は３倍、国産価格は２倍に
なっているが、豆腐の価格は、下がり続けている。製造事業者はコ
ストカットの努力を重ねてきたが、とうに限界を越しており、利幅
が縮小し、多くが採算ギリギリ、赤字体質の状態に置かれている。

〇 事業者が減っていくなかで事業者の生産量も増えていった。し
かし、生産能力があり安く提供できる体制を持つメーカーでは、価
格を武器にシェアを取りに行き、全体の取引価格を引き下げている
ようなことも起こっている。

〇 消費者の中に、「豆腐は安いものだ」という意識が根付いたこ
とは、我々の業界自身にも問題があるが、このままでは一部の大手
メーカーのみが残り、中小・零細事業者はなくなってしまう。

〇 中堅のメーカーが価格改定をお願いしに行ったところ、取引先
から断られ、当該取引先の依存度が高かったこともあり、あえなく
倒産したという事例がある。

注：第１回・第２回のWG議事要旨や関係者へのヒアリングを基に農水省作成

【豆腐製造業者の声】

〇 豆腐製造事業所数は、長期的に減少傾向にあり、令和３年には5000施設数を下回る。
〇 事業者からは、価格の低迷等を踏まえ、経営が苦境にあるとの声が上がっている。

【豆腐の製造事業所数の推移】

（※）不当廉売・・・独占禁止法においては、「正当な理由がないのに、商品又は役務をその供給に要する費用を著しく下回る対価で継続して供給
することであって、他の事業者の事業活動を困難にさせるおそれがあるもの（第２条第９項第３号）」及び「不当に商品又は役務を低い対価で供給
し、他の事業者の事業活動を困難にさせるおそれがあること（不公正な取引方法（昭和57年公正取引委員会告示第15号）第６項）」を、不公正な取
引方法として禁止している。
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納豆事業者を取り巻く状況について①

〇 平成30年から令和５年までに納豆の製造コストは2割程度上昇（１商品当たりの単価は14％
しか上昇せず、十分な価格転嫁とは言い難い状況。）。
〇 納豆の販売価格は、令和４年（2022年）３月に上昇するも、その後、下落。

【納豆（1パック45g×3等）当たりの価格】
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費 目 変動率

原材料費 +26%

製造経費 +22%

販管費 +13%

費用合計 +22%

【納豆の製造・販売に係るコストと価格の変動の事例
（平成30年から令和５年）】

注：関係者によるヒアリングを基に農水省作成
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【安売り事例】
納豆45g×３
⇒45円 ※

資料：総務省「小売物価統計調査（動向編）の東京都区郡」を基に作成
※農林水産省調べ

2023年３月に物価が上
昇するも、その後、下落

（円）

１商品当たりの単価は
14%しか上がらず



【納豆製造営業施設数の推移】

〇 価格を上げてほしいと言っても、流通側の戦略なり考えに合わせ
て値段を決められている。

○ １度値段を決めたら、何かなければずっと同じ値段というのが基
本。

〇 ディスカウントストア、さらにドラッグストアが豆腐・納豆を販
売しているところ、客寄せのための価格設定を行っており、この価格
にスーパーの価格も引っ張られていると理解。

〇 2023年の原材料価格は、2019年比で概ね1.5倍となっているとこ
ろ、価格転嫁しても、店頭価格の上昇率は6.75%に留まっている。

○ （納豆の売場構成比のほとんどが特売であるという見解につい
て、）健全な状態ではない。これはもう続かないと皆さん感じている
だろう。

〇 豆腐・納豆業界には、まだまだ中小が多数いて、適正な利益を上
げているところは少ないと思われ、再投資できていないメーカーの方
が多い。そのため、将来の継続性の観点では疑問符がつく。

〇 大手メーカーと量販店双方に「納豆は99円以下で売りたい」とい
う思惑がある。中小メーカーの経営は圧迫されている。

納豆事業者を取り巻く状況について②

注：第１回・第２回のWG議事要旨や関係者へのヒアリングを基に農水省作成

〇 納豆製造営業施設数は、過去30年にわたり減少傾向にあり、令和３年には406製造所。
〇 事業者からは、価格の低迷等を踏まえ、経営が苦境にあるとの声が上がっている。

注：厚生労働省健康局生活衛生課の資料より

【納豆製造業者の声】

17



〇課題 〇現状（これまでのＷＧで出された意見）

① 集客を目的とする特売の対象とされ、豆腐・納豆単品
では利益を考えず、取扱い商品全体での利益を考え
る経営が行われている。

② 消費期限が短く、廃棄のリスクが高いこと等から、他の
食品に比べて小売側の粗利率が高いケースがある。

⚫価格決定において納入価格が低く抑えられやすい（製
造コストにかかわらず、それ以外の要素で納入価格が決
定される場合がある。）。

【小売業者における販売の現状】

• 一部のドラッグストアやディスカウントストアでは、メーカーから
見れば不当廉売と思えるような値段での廉価販売が行われ
ている。

• 値上げの要望があった際は、豆腐や納豆については、個々の
商品の利益率の判断ではなく、全ての商品群の粗利をミック
スして、全体のバランスをとってビジネスをしている。

• 豆腐や納豆は販売点数が多く、消費者は価格に非常に敏
感。競争相手に勝つためには、価格で対抗できる商品が必
要であり、豆腐や納豆のような商品は、特売比率が高くなる。

【小売業者における仕入取引の現状】

• 他の食品に比べて、小売価格が低いこと、小売業者の粗利
が高いことが、豆腐・納豆製造業者の経営を圧迫する要因。

• 豆腐は、かつて販売期間も短く、気温の変動による消費量
の幅も大きく、ロスが相当数出てしまう商品であったため、
小売において値入率を高く設定しており、その中で作られた
市場や価格帯が、現在の価格に影響を与えているのではな
いか。

• 納豆は、製造にあたって所要時間がかかり、予測で製造する
割合が多くなるため、そのリスクを反映して小売において値入
率が高く設定されているのではないか。

豆腐・納豆の取引における現状と課題
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〇課題 〇現状（これまでのＷＧで出された意見）

① 原材料費や製造コストが上がっても、価格交渉を機動
的に行うことができない。

② 需要の予測が難しく、取引において生ずるロス、欠品等
のリスクをメーカー側が負っている。

⚫製造業者の取引上の立場が弱い。

【製造業者ー小売業者間の交渉やリスク分担の現状】

• 価格交渉の時期がほぼ決められており、その時期に集中し
て商談を実施。それ以外の時期は、交渉はしづらい状況。

• 納豆には季節性がないので、価格交渉のタイミングは非
常に掴みにくい。

• 直近のコストの上がり基調の中で、実際に交渉して店頭価
格が変わる時期と、実際にメーカーのコストが上がっている
時期との間にギャップがある。

• 特売について、特殊な商品や他に転用できない商品の場
合、見込みが外れた場合のリスクをメーカーが負うケース
が多いのではないか。

• リードタイムについて、現行の前日発注から、せめて２日前
発注になれば生産計画がもっとやりやすくなり、コスト上昇の
圧力の吸収ができやすい。

⚫消費者に値上げを受け入れてもらうには、各段階のコスト
を示すとともに、付加価値の向上も図っていくことが必要。

【消費者の理解】
• メーカーと流通が協業して一緒に豆腐の価値自体を上げ
ていき、それによって値上げを受け入れやすくする体制を
作っていくことも大事ではないか。

豆腐・納豆の取引における現状と課題（続き）
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